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第 1章 行政評価の全体像 

杉並区は平成 11年度に事務事業評価を、平成 14 年度に政策・施策評価を開始し、平成 15

年５月に施行された「杉並区自治基本条例」において行政評価の実施・公表に関する明文規

定を設け、「自治のまち」杉並を創造するために、行政評価のプロセスが不可欠であることを

明確にしました。 

 

 

その後、平成 20年度予算において、事業単位を事務事業評価と統一することにより、予算・

決算と行政評価を一体的に行い、区政経営におけるＰＤＣＡマネジメントサイクル※の実効

性をより高めるための環境を整えました。平成 21 年度からは、区政運営の状況を分かりやす

く伝えるための「区政経営報告書」を行政評価の結果に基づいて作成・決算説明資料として

公表するなど、行政評価はその活用の幅を広げてきました。 

平成 24 年に策定した「杉並区基本構想（10 年ビジョン）」が令和３年度に終期を迎えるこ

とから、「総合計画（10年プラン）」「実行計画（３年プラン）」の進捗状況や達成度を把握す

るとともに、検証を踏まえた取組を着実に進め、その成果を確かなものとすることが必要で

す。 

本報告書は、令和元年度に区が取り組んだ施策、事務事業について、令和２年度に区が評

価した結果を、区民の皆様に公表するために作成したものです。 

※Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Action（改善）の４段階を繰り返すことによって、業務を継

続的に改善すること。

１ 行政評価の目的 

（１）総合計画の進捗状況の把握等 

基本構想を実現するため、これまでの総合計画・実行計画の進捗状況及び達成度を

把握し、その評価・検証を踏まえ取組を着実に進めるとともに、執行方法等の見直し

や新たな取組に対するスクラップ・アンド・ビルドの徹底などを令和３年度当初予算

へ反映します。 

（２）職員の政策形成能力の向上 

評価に当たり、事業の計画、見直しなどのＰＤＣＡサイクルを職場内で共有すると

ともに、自己評価を行う際に、職員間の議論を通じて評価と改善の検討をすることで、

職員の政策形成能力の向上を図ります。 

（３）説明責任と区政の透明性の確保 

区の活動内容（経営状況）を公表することにより、区政の透明性を高め、区民への

説明責任を果たします。 

〈杉並区自治基本条例第 21 条〉 

区は、政策等の成果及び達成度を明らかにし、効率的かつ効果的な区政運営を行うため、行政評

価を実施し、その結果を公表するものとする。 
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２ 行政評価の体系

施策、事務事業の２階層構成 

行政評価の体系は、総合計画の体系と合わせた「施策」と「事務事業」の２階層の構

成とし、全ての施策、事務事業を対象に、「目標（＝施策）と手段（＝事務事業）」の関

係を踏まえた評価を実施します。 

① 施策評価

施策は、総合計画を構成する 32 施策を評価単位としています。施策の目標に対する達

成度や経費等を評価するとともに、施策目標の達成という観点から施策を構成する事務

事業の評価・見直しを行います。 

② 事務事業評価

事務事業は、予算事務事業を評価単位としています。事務事業にかかるコストやその

成果などから、事業の効率性を評価するとともに、施策を構成する事務事業については、

施策にどのように寄与しているかなどを踏まえて評価します。なお、事務事業評価は全

予算事務事業を評価の対象としますが、総合計画・実行計画の進捗状況や達成度を把握

し、事業の見直し等につなげていくため、総合計画の施策体系に合わせ、「施策を構成す

る事務事業」と「施策を構成しない事務事業」に分類しています。 

【行政評価の対象、目的等】 

区分 対象 目的 評価表 主な評価部門 

施策評価 
総合計画で定める 

32 施策 

・施策の有効性 

・事務事業の優先順

位付け 

・施策評価表Ⅰ 
（施策項目の評価） 

・施策評価表Ⅱ  
(施策を構成する事務事

業の状況) 

各施策担当課による

評価 

事務事業 

評価 

全ての予算事務事業

628 事業 
（施策体系に合わせるため、

評価数は 637 事業） 

・事務事業の効率化 

・事務事業の有効性 
・事務事業評価表 

各部による評価 

各課による評価 

各係による評価 
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【行政評価の体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 評価の進め方 

施策評価は、事務事業との関連性に留意しながら、指標の達成状況を経年変化などか

ら分析したうえで評価します。 

事務事業評価は、計画に対する実績、主な取組と事業費、指標の達成状況を踏まえて

課題等の把握を十分に行ったうえで評価します。なお、活動指標と成果指標については

当該事業の目標の達成状況を的確に表すものとし、状況の変化等に対応し適宜見直すこ

ととしています。 

 

４ 外部評価委員会 

区は、専門的知見を有する第三者の立場から、行政評価の客観性の確保、評価制度の

充実を図ることを目的として、学識経験者等５人の委員からなる「杉並区外部評価委員

会」において、外部評価を実施しています。 

外部評価結果は公表するとともに、その結果を踏まえ、各施策や事業について区とし

ての対処方針を定め、当該施策・事務事業の見直しに生かし、予算や行政計画の改定等

に反映しています。また、評価の視点や記載方法等に関する指摘・アドバイスを評価対

象とならなかった所管部課へも還元し、職員の評価能力の向上に努めています。 

政策 

施策 

事務事業 

特定の行政分野の基本的方針 

政策を実現するための方策 ＝ 「総合計画」の３２施策 

施策を具体化するための手段 ＝ 「予算事務事業」 

 

 

総合計画 

３２施策 

施策を構成する事務事業 

 
実行計画 

（計画事業） 

施策の目標実現に 
寄与する計画事業 
以外の事務事業 

 

施策を構成しない 

事務事業 

施
策
評
価 

事
務
事
業
評
価 
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第２章　行政評価結果
１　　施策の体系

施策担当課 関係課 事業数

1 災害に強い防災まちづくり 市街地整備課 土木計画課　杉並土木事務所　みどり公園課 13

2 減災の視点に立った防災対策の推進 防災課 土木管理課　市街地整備課 8

3 安全・安心の地域社会づくり 危機管理対策課 区民生活部管理課　杉並土木事務所　学務課 11

4 利便性の高い快適な都市基盤の整備 都市整備部管理課 経理課　市街整備課　土木管理課　土木計画課　狭あい道路整備課
杉並土木事務所 17

5 良好な住環境の整備 住宅課 企画課　都市整備部管理課　市街地整備課 16

6 魅力的でにぎわいのある多心型まちづくり 市街地整備課 産業振興センター　みどり公園課 5

7 地域の特性を活かし将来を見据えた産業の振興 産業振興センター 9

8 水とみどりのネットワークの形成 みどり公園課 土木計画課 11

9 持続可能な環境にやさしい住宅都市づくり 環境課 経理課 10

10 ごみの減量と資源化の推進 ごみ減量対策課 杉並清掃事務所 7

11 いきいきと暮らせる健康づくり 健康推進課
国保年金課　高齢者在宅支援課　生活衛生課　保健予防課
保健サービス課 25

12 地域医療体制の充実 健康推進課 保健予防課　在宅医療・生活支援センター 10

13 高齢者の社会参加の支援 高齢者施策課 11

14 高齢者の地域包括ケアの推進 高齢者在宅支援課 高齢者施策課　介護保険課 28

15 要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 高齢者施策課 高齢者在宅支援課 11

16 障害者の社会参加と就労機会の充実 障害者生活支援課 障害者施策課 23

17 障害者の地域生活支援の充実 障害者施策課 障害者生活支援課　杉並福祉事務所　保健サービス課　保健予防課 24

18 地域福祉の充実 杉並福祉事務所 保健福祉部管理課　障害者施策課　在宅医療・生活支援センター 30

19 地域における子育て支援の推進 子ども家庭部管理課 児童青少年課 10

20 妊娠・出産期の支援の充実 子ども家庭部管理課 健康推進課　保健予防課 7

21 子育てセーフティネットの充実 子ども家庭部管理課 障害者施策課　杉並福祉事務所 14

22 就学前における教育・保育の充実 保育課 子ども家庭部管理課 29

23 障害児支援の充実 障害者施策課 保健予防課 7

24 子ども・青少年の育成支援の充実 児童青少年課 12

25 生涯の基盤を育む質の高い教育の推進 済美教育センター
庶務課　教育人事企画課　学務課　学校支援課
就学前教育支援センター 23

26 成長・発達に応じたきめ細かな教育の推進 特別支援教育課 庶務課　教育人事企画課　学務課　済美教育センター 9

27 学校教育環境の整備・充実 学校整備課 営繕課　庶務課　教育人事企画課　済美教育センター 15

28 地域と共にある学校づくり 学校支援課 学校整備課 5

29 学びとスポーツで世代をつなぐ豊かな地域づくり 生涯学習推進課
スポーツ振興課　文化・交流課　学校支援課　中央図書館
済美教育センター 24

30 文化・芸術の振興 文化・交流課 3

31 交流と平和、男女共同参画の推進 区民生活部管理課 区民課　文化・交流課 9

32 地域住民活動の支援と地域人材の育成 地域課 区民課　産業振興センター　児童青少年課　生涯学習推進課 13

3

目標 施策名

健康長寿と
支えあいのまち4

人を育み
共につながる
心豊かなまち

5

　令和２年度は、総合計画32施策のうち、施策を構成する事務事業449事業、施策を構成しない事務事業188事業の評価を
行いました。

1
災害に強く
安全・安心に
暮らせるまち

2
暮らしやすく
快適で
魅力あるまち

みどり豊かな
環境に
やさしいまち
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２　施策評価の概要

（１）評価対象

（２）施策コスト

*構成比は区分単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります。

経常的経費比率（対総事業費）

施策数 構成比
※経常的経費＝総事業費から投資的経費等を除いた額。

２０％未満 0 0.0%

２０～４０％未満 1 3.1%

４０～６０％未満 0 0.0%

６０～８０％未満 1 3.1%

８０～１００％ 30 93.8%

合　　計 32 100.0%

人件費比率（対総事業費） 人件費比率（対経常的経費）

施策数 構成比

２０％未満 13 40.6%

２０～４０％未満 14 43.8%

４０～６０％未満 4 12.5%

６０～８０％未満 1 3.1%

８０～１００％ 0 0.0%

合　　計 32 100.0%

（３）活動指標

施策評価は、基本構想を実現するための計画（総合計画）の達成状況を確認するものであ
り、成果指標により施策の目標の達成度を測定するとともに、施策の目標達成の観点から事務
事業の評価を行います。

　総合計画の体系に基づく32施策（４ページ参照）

　施策評価表に、コスト面から施策の概況を把握・分析できるよう、事業費、人件費などの記
入欄を設けています。「経常的経費比率」（対総事業費）、「人件費比率」（対総事業費、対
経常的経費）の結果は次のとおりです。（施策事業費等一覧は【資料１】10ページ参照）

施策数 構成比

２０％未満 11 34.4%

２０～４０％未満 16 50.0%

４０～６０％未満 4 12.5%

６０～８０％未満 1 3.1%

８０～１００％ 0 0.0%

合　　計 32 100.0%

総事業費に占める経常的経費の比率については、30施策が「80～100％」となりました
(93.8％)。このことから、施策を構成する経費のうち、施設の改修や改築に関する経費の割合
は相対的に低い（＝施策に対して投資的経費以外の割合が高い）といえます。

総事業費に対する人件費比率については、総事業費の「20％未満」の施策が13施策(40.6％)
となりました。また「20％未満」及び「20～40％」に該当する施策の合計は27施策で、全体の
８割以上を占めています。なお、人件費比率が「80～100％」に該当する施策はありませんで
した。
また、経常的経費に占める人件費の比率についても、対総事業費に対する傾向とほぼ同様の

結果となりました。
　これらの結果は、昨年度の施策コストと同じ傾向となっています。

活動指標とは、例えば各年度に実施した事業の実施件数、対象者数、助成件数等、主たる

サービス等の状況について、区の活動量（アウトプット）を表す指標です。
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（４）成果指標

（５）施策を構成する事務事業の状況（今後のあり方）

*構成比は区分単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります。

施策を構成する事務事業の今後のあり方（施策担当課による相対評価）

方向性 事業数 構成比

①推進（拡充） 88 19.6%

②現状維持 309 68.8%

③縮小（廃止） 28 6.2%

④その他 24 5.3%

合　　計 449 100.0%

（６）今後の施策の方向性

今後の施策の方向性 ＜参考＞

方向性 施策数 構成比

①拡充 14 43.8%

②サービス増 6 18.8%

③現状維持 12 37.5%

④効率化 0 0.0%

⑤縮小 0 0.0%

合　　計 32 100.0%

成果指標とは、直接的な行政の活動量（活動指標）ではなく、施策や事業の実施に伴う、よ
り実質的な成果（アウトカム）を測定するための指標です。言い換えれば「その施策や事業を
行った結果が、区民にとってどのように役立っているのか」という視点で、区民が受けること
のできるサービス向上の度合いを端的に示すものです。
区では、32の施策にわたって合計で90（一部重複）の成果指標を設定していますが、令和元

年度において、平成30年度と比較して数値が上昇したものが51指標（60.7％）、低下したもの
が26指標（31.0％）、その他（変化なし）が７指標（8.3％）となっています（各指標の詳細
については【資料２】11～14ページ参照）。*重複指標、30年度と同一の数値を実績としている指標は除

いています。

数値が上昇し、かつ目標を達成したものとしては、「「すぎなみ学倶楽部」のアクセス数」
（施策6）、「創業支援による創業者数」（施策7）、「がんの75歳未満年齢調整死亡率（男
性）」（施策11）「年間新規就労者数」（施策16）、「成人の週１回以上のスポーツ実施率」
（施策29）などがあります。また、低下したものとしては、「放課後等デイサービスに通所し
ている重症心身障害児の率」（施策23）、「不登校児童・生徒の出現率（小学校）（中学
校）」（施策26）、「図書館利用者数」（施策29）、「平和のつどいへの参加者数」（施策
31）などがあります。

施策評価では、各施策を構成しているそれぞれの事務事業の今後のあり方について「推進
（拡充）すべき」、「今後も同規模で継続（現状維持）すべき」、「縮小（廃止）すべき」、
「その他」の４つの区分で相対評価を行っています。
「今後も同規模で継続（現状維持）すべき」とした事業が309事業（68.8％）と最も多く、

続いて「推進（拡充）すべき」が88事業（19.6％）、以下「縮小（廃止）すべき」、「その
他」が合わせて52事業（11.6％）となっています。

⑤縮小

施策評価では、施策を構成する各事務事業の方向性や施策全体を取り巻く社会動向等を踏ま
え、今後の中長期的な施策の方向性について、総事業費（コスト）と成果（成果指標）の各要
素の実績を踏まえ、次の①から⑤の区分で評価しています。

成果増 成果維持 成果減

コスト増 ①拡充 － －

①拡充…更に投資することにより、成果を向上
②サービス増…コスト維持のまま、効率化や手法転換等により成果を向上
③現状維持…コスト、成果ともに現状維持
④効率化…コスト削減の一方、効率化や手法転換等により、現状成果を維持
⑤縮小…コスト削減による成果縮小

「拡充」及び「サービス増」を選択した施策は、合計で20施策（62.5％）となっており、過
半数以上の施策においてさらなる取組の強化が必要であると評価しています。また「現状維
持」は12施策（37.5％）、「効率化」及び「縮小」はありませんでした（施策ごとの方向性に
ついては【資料１】10ページ「今後の施策の方向性」欄参照）。

コスト維持 ②サービス増 ③現状維持 －

コスト減 － ④効率化

6



３　事務事業評価の概要

（１）評価対象

（２）事業コスト等

*構成比は区分単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります。

①事業コストの方向性

 ②事業の改善の方向性：複数回答可

手段・方法の見直し

実施主体の見直し

対象の見直し

対象外

現状維持

6.1%

事務事業評価は、事務事業にかかるコストやその成果などから、事業の効率性を評価する
とともに、「施策を構成する事務事業」については、施策にどのように寄与しているかなど
を踏まえて評価します。なお、部の一般管理事務などの内部管理事務等については、評価項
目を執行状況やコストの把握のみとした簡易な評価としています。また、令和２年度から
は、職員の負担軽減と、そのことによって「施策を構成する事務事業」の評価へ一層注力す
ることを目的に、簡易な評価の対象を「施策を構成しない事務事業」まで広げる運用に変更
しました。

事務事業評価では、各事務事業の所管課において、事業の翌年度予算の方向性を明らかに
するため、事業コスト（総事業費）及び事業改善の方向性に関する評価を実施しています。
それぞれの評価結果は以下のとおりです。

方向性 事業数 構成比

　61.3%

拡充

　令和２年度から３年度予算の事業コストの方向性は、「拡充」
が116事業（18.2％）、「現状維持」が444事業（69.7％）、「縮
小」「その他・対象外」が合わせて77事業（12.1％）となりまし
た。

38

116

　5.6%

18.2%

合　　計 637 100.0%

444 69.7%

縮小

その他・対象外

現状維持

　22.0%

6.0%

692

39

方向性 事業数 構成比 令和３年度の予算編成に向けた事業の方向性は、「手段・
方法の見直し」が最も多く、424事業（61.3％）となってい
ます。その他、「実施主体の見直し」「対象の見直し」があ
わせて73事業（10.6％）となりました。
なお、複数回答を可能としているため、事業数の合計は評

価対象事業数と一致していません。

424

合　　計

39

100.0%

34

「施策を構成する事務事業」449事業、「施策を構成しない事務事業」188事業
（４ページ参照）

　4.9%

43 　6.2%

152

拡充 18.2%

現状維持 69.7%

縮小 6.0%

その他・対象外 6.1%

手段・方法の見直し

61.3%
実施主体の見直し

5.6%

対象の見直し

4.9%

対象外

6.2%

現状維持

22.0%
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４ 評価結果の活用 

（１）決算説明資料及び区の基礎資料としての活用 

区では、平成 20 年度決算から行政評価と決算を一体的に行い、行政評価の結果を「区政

経営報告書」に活用し、区政の運営状況を区民に分かりやすく伝えています。 

平成 25 年度からは「区政経営報告書」の「総合計画・実行計画の進捗状況」において、

施策評価の結果を掲載することで、総合計画・実行計画の進捗状況を確認できるようにな

りました。 

また、施策評価・事務事業評価は、区ホームページ等で公表しているほか、区の基礎資

料として活用しています。 

 

（２）予算等への活用 

区政経営におけるＰＤＣＡマネジメントサイクルの実効性をより高めるため、行政評価

の結果を事業の見直しにつなげるほか、毎年度の予算編成に活用しています。 

  

５ 今後の課題等 

（１）評価体系の見直し 

  予算事務事業と行政評価の事務事業単位を統一することにより、予算から決算までの一

連のＰＤＣＡサイクルを構築し、行政評価結果を「区政経営報告書」へ反映することがで

きました。 

しかし、一部の事務事業について、複数の施策にまたがることから、評価作業が複雑と

なっています。今後、新たな総合計画・実行計画を策定する際には、効率的・効果的に評

価を行えるよう、施策と事務事業の関係を踏まえた評価体系を構築することが必要です。 

 

（２）指標の見直し 

事業の活動量（予算が具体的にどのように使われたか）を示す「活動指標」及び行政活

動の結果、区民生活や区民満足の向上がどの程度もたらされたかを測る「成果指標」につ

いては、より適切な指標となるよう、常に見直していくことが求められます。 

事務事業については、社会情勢や区民ニーズの変化、あるいは制度・事業の変更等を踏

まえつつ、設定する指標がより適切かつ分かりやすいものとなるよう、絶えず見直しの視

点を持って評価にあたる必要があります。 

なお、施策については、平成 30 年度の総合計画の改定において、これまでの施策評価

による実績・結果を踏まえ、当初の指標設定後の環境の変化やこの間の社会情勢等の変化

も考慮して、指標の再設定（見直し）や目標値の上方修正等、必要に応じて指標の見直し

を行いました。 
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（３）職員の評価能力の向上 

  これまでの行政評価の取組により、事業の計画、取組、見直しなどのＰＤＣＡサイクル

において、職員が成果を検証する活動が定着するとともに、コストを重視する意識が高ま

りました。さらに、「評価を中心的に担ってきた職員の異動等により評価のノウハウが蓄積

されていない」「評価に伴う事務作業に追われ、十分な見直しや検討が行われていない」と

いった課題に対し、評価の作業プロセスを職場内で共有化する「行政評価システム」を導

入し、事業に携わる多くの職員が評価（Check）と改善（Action）に関わることで区全体の

評価能力を高めました。 

今後も効率的・効果的な区政運営を行うため、外部評価委員会で指摘された評価の視点

や考え方を全庁で広く共有するなど、職員の政策形成能力の向上につなげていきます。 

 

（４）区民への周知 

区は、区民の意識の変化やニーズを把握し区政に役立てるため、毎年、区民意向調査を

実施していますが、その結果を、区民による区への評価として行政評価の指標に活用して

います。行政評価の取組においては、評価結果を区民に対して「区政経営報告書」や区ホ

ームページ等により公表・周知していますが、より区民の認知度や関心を高められるよう

に工夫していきます。 

 

（５）行政評価システムの活用 

平成 27 年度から「行政評価システム」を導入し、行政評価の一連の作業について効率性

と正確性を確保するとともに、各年次の決算説明資料である「区政経営報告書」へ評価を

適切に反映しています。平成 29 年度には、「行政評価システム」に事業費などをグラフ化

する機能を追加し、令和２年度には、事務事業評価表のレイアウト変更や翌年度予算との

連携強化などの運用の見直しを行いました。 

今後も、「行政評価システム」の機能等を活用しながら、職員の情報分析力や政策形成能

力のさらなる向上を図ります。 
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【資料１】施策事業費等一覧（令和元年度） 　　　　※1…単位は千円（「対計画比率」「委託費比率」「人件費比率」の単位は％） 　　　　※5…「対計画比率」は「総事業費」（計画）に対する「総事業費」（実績）の比率

　　　　※2…「（内）人件費」は参考値 　　　　※6…「委託費比率」「人件費比率」は「総事業費」（実績）に占める「委託費」「人件費」それぞれの割合

　　　　※3…「総事業費」に「（内）投資的経費」「（内）委託費」「（内）人件費」を含む 　　　　※7…「今後の施策の方向性」は、施策評価において施策目標達成に向けてコストに主眼を置いた

　　　　※4…「経常的経費」は「総事業費」－「（内）投資的経費」により算出 　　　　　　　　施策担当課による評価結果

総事業費 （内）投資的経費 経常的経費 （内）人件費 総事業費 対計画比率 （内）投資的経費 経常的経費 （内）委託費 委託費比率 （内）人件費 人件費比率

1 32 4,096,973 403,755 3,693,218 630,230 3,758,718 91.7 356,214 3,402,504 1,528,394 40.7 673,474 17.9

1 災害に強い防災まちづくり 13 1,933,490 248,997 1,684,493 210,156 1,779,396 92.0 208,830 1,570,566 495,398 27.8 235,071 13.2 現状維持

2 減災の視点に立った防災対策の推進 8 721,985 0 721,985 164,971 641,191 88.8 0 641,191 238,086 37.1 167,421 26.1 拡充

3 安全・安心の地域社会づくり 11 1,441,498 154,758 1,286,740 255,103 1,338,131 92.8 147,384 1,190,747 794,910 59.4 270,982 20.3 拡充

2 47 9,045,599 2,496,951 6,548,648 1,301,759 8,650,560 95.6 2,364,711 6,285,849 4,774,426 55.2 1,470,809 17.0

4 利便性の高い快適な都市基盤の整備 17 6,256,353 2,392,334 3,864,019 710,364 5,981,694 95.6 2,260,095 3,721,599 3,895,676 65.1 804,120 13.4 拡充

5 良好な住環境の整備 16 1,539,575 104,617 1,434,958 300,282 1,476,564 95.9 104,616 1,371,948 551,845 37.4 331,806 22.5 現状維持

6 魅力的でにぎわいのある多心型まちづくり 5 319,258 0 319,258 129,619 320,134 100.3 0 320,134 110,703 34.6 141,638 44.2 現状維持

7 地域の特性を活かし将来を見据えた産業の振興 9 930,413 0 930,413 161,494 872,168 93.7 0 872,168 216,202 24.8 193,245 22.2 現状維持

3 28 13,045,678 4,229,463 8,816,215 2,578,012 12,927,442 99.1 4,175,083 8,752,359 5,961,982 46.1 2,764,261 21.4

8 水とみどりのネットワークの形成 11 6,323,557 4,229,463 2,094,094 547,073 6,191,073 97.9 4,175,083 2,015,990 1,817,221 29.4 534,123 8.6 現状維持

9 持続可能な環境にやさしい住宅都市づくり 10 475,083 0 475,083 151,992 445,783 93.8 0 445,783 170,455 38.2 158,123 35.5 現状維持

10 ごみの減量と資源化の推進 7 6,247,038 0 6,247,038 1,878,947 6,290,586 100.7 0 6,290,586 3,974,306 63.2 2,072,015 32.9 現状維持

4 162 42,331,707 0 42,331,707 4,326,914 40,720,618 96.2 0 40,720,618 7,482,452 18.4 4,710,059 11.6

11 いきいきと暮らせる健康づくり 25 3,244,167 0 3,244,167 825,520 2,847,783 87.8 0 2,847,783 1,830,723 64.3 866,316 30.4 サービス増

12 地域医療体制の充実 10 2,418,495 0 2,418,495 197,298 2,322,710 96.0 0 2,322,710 1,962,724 84.5 202,533 8.7 現状維持

13 高齢者の社会参加の支援 11 887,797 0 887,797 82,455 869,889 98.0 0 869,889 477,035 54.8 97,009 11.2 サービス増

14 高齢者の地域包括ケアの推進 28 3,264,290 0 3,264,290 437,643 2,975,002 91.1 0 2,975,002 1,376,240 46.3 499,248 16.8 サービス増

15 要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 11 1,403,846 0 1,403,846 71,510 1,325,019 94.4 0 1,325,019 66,931 5.1 76,312 5.8 拡充

16 障害者の社会参加と就労機会の充実 23 3,184,401 0 3,184,401 958,281 3,120,277 98.0 0 3,120,277 1,247,382 40.0 1,040,589 33.3 拡充

17 障害者の地域生活支援の充実 24 10,053,407 0 10,053,407 529,756 9,957,319 99.0 0 9,957,319 275,602 2.8 567,686 5.7 拡充

18 地域福祉の充実 30 17,875,304 0 17,875,304 1,224,451 17,302,619 96.8 0 17,302,619 245,815 1.4 1,360,366 7.9 サービス増

5 180 84,482,356 3,125,782 81,356,574 16,284,130 82,334,543 97.5 2,996,140 79,338,403 21,379,414 26.0 16,656,238 20.2

19 地域における子育て支援の推進 10 9,984,453 159,100 9,825,353 558,031 9,924,783 99.4 156,139 9,768,644 368,009 3.7 606,453 6.1 現状維持

20 妊娠・出産期の支援の充実 7 1,120,886 0 1,120,886 380,949 1,079,062 96.3 0 1,079,062 485,070 45.0 409,933 38.0 拡充

21 子育てセーフティネットの充実 14 2,446,903 0 2,446,903 434,300 2,400,182 98.1 0 2,400,182 77,633 3.2 489,785 20.4 拡充

22 就学前における教育・保育の充実 29 38,164,209 1,073,136 37,091,073 7,713,043 37,219,370 97.5 1,042,782 36,176,588 4,184,664 11.2 7,538,177 20.3 拡充

23 障害児支援の充実 7 1,900,381 0 1,900,381 390,150 1,890,283 99.5 0 1,890,283 163,322 8.6 430,894 22.8 拡充

24 子ども・青少年の育成支援の充実 12 3,213,464 307,712 2,905,752 2,010,606 3,355,471 104.4 295,651 3,059,820 850,971 25.4 2,205,774 65.7 拡充

25 生涯の基盤を育む質の高い教育の推進 23 8,951,248 516,391 8,434,857 1,887,970 8,415,114 94.0 468,733 7,946,381 2,779,021 33.0 1,911,146 22.7 拡充

26 成長・発達に応じたきめ細かな教育の推進 9 719,269 0 719,269 401,990 673,827 93.7 0 673,827 93,547 13.9 394,379 58.5 拡充

27 学校教育環境の整備・充実 15 8,373,987 1,068,717 7,305,270 826,543 8,126,693 97.0 1,032,458 7,094,235 6,020,132 74.1 855,685 10.5 サービス増

28 地域と共にある学校づくり 5 103,727 0 103,727 43,498 91,662 88.4 0 91,662 4,166 4.5 47,241 51.5 拡充

29 学びとスポーツで世代をつなぐ豊かな地域づくり 24 4,585,256 726 4,584,530 1,061,549 4,472,959 97.6 377 4,472,582 2,725,881 60.9 1,148,017 25.7 サービス増

30 文化・芸術の振興 3 1,258,208 0 1,258,208 51,397 1,247,082 99.1 0 1,247,082 1,125,059 90.2 52,133 4.2 現状維持

31 交流と平和、男女共同参画の推進 9 242,590 0 242,590 124,892 233,577 96.3 0 233,577 32,233 13.8 129,044 55.2 現状維持

32 地域住民活動の支援と地域人材の育成 13 3,417,775 0 3,417,775 399,212 3,204,478 93.8 0 3,204,478 2,469,706 77.1 437,577 13.7 現状維持

449 153,002,313 10,255,951 142,746,362 25,121,045 148,391,881 97.0 9,892,148 138,499,733 41,126,668 27.7 26,274,841 17.7

188 200,863,547 842,987 200,020,560 6,147,453 191,884,593 95.5 759,157 191,125,436 6,926,388 3.6 6,676,401 3.5

637 353,865,860 11,098,938 342,766,922 31,268,498 340,276,474 96.2 10,651,305 329,625,169 48,053,056 14.1 32,951,242 9.7

元年度　実績元年度　計画

災害に強く安全・安心に暮らせるまち

暮らしやすく快適で魅力あるまち

今後の
施策の方向性

施
策

施策名
事務
事業
数

目
標

合　計　（比率は平均）

みどり豊かな環境にやさしいまち

健康長寿と支えあいのまち

全ての事務事業の合計

施策を構成しない事務事業

人を育み共につながる心豊かなまち
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【資料２】成果指標一覧
※前年度比の「○」は30年度実績と比較して上昇したもの、「▽」は低下したもの、「△」は変化なしのもの

　「-」は重複指標又は30年度と同一の数値を実績としているもの

※目標値に下線があるものは、計画（目標値）よりも実績が低い場合に、より成果があったと評価できる指標

※指標の見直しを行ったものについては、目標値の[　]内に修正した目標値を示している

番
号

施　策　名 施　策　指　標　名 指標の説明 単位
29年度
実績

30年度
実績

令和元年度
実績

前年
度比 目標値

目標
年度

区内建築物の耐震化率
耐震性を有する建物棟数
÷建物総棟数

％ 86.8 89.6 90.9 ○ 96 令和 3

木造住宅密集地域の不燃領
域率（不燃化特区）

空地率+（1-空地率÷100）
×不燃化率

％ 57.5 58.5 59.9 ○ 70
（令和2年度）

令和 3

雨水流出抑制対策施設の整
備率

流域豪雨対策計画の目標対策量
(631,000㎥)に対する雨水流出抑
制対策整備量の割合

％ 50.1 51.7 52.7 ○ 60 令和 3

家庭内で何らかの防災対策を
実施している区民の割合

区民意向調査による ％ 83.9 87.4 89.6 ○ 100 令和 3

避難･救護の拠点である震災
救援所（区立小中学校等）を
認知している区民の割合

区民意向調査による ％ 82.5 84.4 85.2 ○ 100 令和 3

防災訓練に参加した区民数 ― 人 40,470 39,462 32,919 ▽ 40,000 令和 3

一時滞在施設の受入数 ― 人 4,843 5,483 6,183 ○ 12,500 令和 3

区内における刑法犯認知件
数（年）

「刑法」に規定する犯罪認
知件数(交通事故及び特別
法犯を除く)

件 3,783 3,542 3,097 ○ 3,000 令和 3

地域防犯自主団体数
地域住民により自主的に組
織された防犯団体数

団体 159 147 156 ○ 167 令和 3

区内における交通事故件数
（年）

「道路交通法」に規定する
道路における車両等による
人身事故件数

件 1,184 1,165 1,062 ○ 950 令和 3

区内での定住意向 区民意向調査による ％ 85.0 87.6 87.0 ▽ 90 令和 3

都市計画道路（区道）完成延
長

区内都市計画道路のうち整
備完了した区道延長

m 7,022 7,022 7,022 △ 8,052 令和 3

住環境に満足する区民の割
合

区民意向調査による ％ 91.1 92.7 92.6 ▽ 95 令和 3

最低居住面積水準未満の住
宅に住む世帯の割合※直近実績
なし

住宅・土地統計調査による（5年に
1度の調査のため、29年度は25年
度実績、30・元年度は30年度実績
を使用）

％ 19.5 15.7 15.7 － 5 令和 3

住環境に満足する区民の割
合※重複指標

区民意向調査による ％ 91.1 92.7 92.6 － 95 令和 3

杉並区のまちを美しいと思う
人の割合

区民意向調査による ％ 78.8 79.7 78.6 ▽ 85 令和 3

区内全駅の１日平均乗降人
員

各鉄道会社の公表による(JR4駅は乗
車人員、他の駅は乗降人員の平均)※
各社公表時期の関係上、令和元年度
実績は前年度値を使用

人 748,182 759,900 759,900 － 759,000 令和 3

「すぎなみ学倶楽部」のアクセ
ス数

ページビュー数 件 613,897 627,401 767,743 ○ 670,000 令和 3

就労支援センターの利用によ
り、就職が決定した人数

就労準備相談及びハローワー
クコーナーを利用し、就職が決
定した人数

人 783 719 646 ▽ 年850以上 令和 3

創業支援による創業者数
区が実施する特定創業支
援事業を利用し、区内で創
業した事業者数

件 101 88 90 ○ 年80 令和 3

商店街への満足度 区民意向調査による ％ 61.2 62.1 66.6 ○ 65 令和 3

区内農業産出額
東京都農産物生産状況調査によ
る（実績は当該年度において直近
でとれる数値）

(百万円) 321
（27年分）

317
（28年分）

315
（29年分）

▽ 370 令和 3

緑被率
みどりの実態調査による（5年に1
度の調査のため、実績は29年度
実績を使用）

％ 21.77 21.77 21.77 － 25
令和
14

区民一人当たりの都区立公園
面積

公園緑地等面積÷人口 ㎡ 2.07 2.07 2.10 ○ 2.46 令和 3

災害に強い
防災まちづく
り

減災の視点
に立った防
災対策の推
進

安全・安心の
地域社会づ
くり

利便性の高
い快適な都
市基盤の整
備

良好な住環
境の整備

魅力的でに
ぎわいのある
多心型まち
づくり

地域の特性
を活かし将来
を見据えた
産業の振興

水とみどりの
ネットワーク
の形成
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03

04
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07

08

11



※前年度比の「○」は30年度実績と比較して上昇したもの、「▽」は低下したもの、「△」は変化なしのもの

　「-」は重複指標又は30年度と同一の数値を実績としているもの

※目標値に下線があるものは、計画（目標値）よりも実績が低い場合に、より成果があったと評価できる指標

※指標の見直しを行ったものについては、目標値の[　]内に修正した目標値を示している

番
号

施　策　名 施　策　指　標　名 指標の説明 単位
29年度
実績

30年度
実績

令和元年度
実績

前年
度比 目標値

目標
年度

区内の年間二酸化炭素排出
量比率（平成17年度比）

― ％ 94.5
（27年度）

91.4
（28年度）

93
（29年度）

▽ 96.2 令和 3

区内太陽光発電による発電量
区内太陽光発電機器設置
数より年間発電量を推計

万kWh 1,804 1,870 1,932 ○ 2,280 令和 3

環境に配慮した取組を行って
いる区民の割合

区民意向調査による ％ 82.0 80.8 86.2 ○ 100 令和 3

区民一人１日当たりのごみ排
出量

年間可燃ごみ・不燃ごみ・
粗大ごみ量÷人口÷365日

ｇ 470 466 466 △ 450 令和 3

資源回収率
資源回収量÷(区収集ごみ
量＋資源回収量)

％ 27.8 27.5 27.1 ▽ 33 令和 3

杉並区のまちを美しいと思う
人の割合※重複指標

区民意向調査による ％ 78.8 79.7 78.6 － 85 令和 3

６５歳健康寿命（男性）

65歳の人が要介護認定(要介護2以上)
を受けるまでの期間を健康と考え、健
康でいられる年齢を平均的に表したも
の（東京保健所長会方式）

歳 83.3
（28年）

83.4
（29年）

83.5
（30年）

○ 84 令和 3

６５歳健康寿命（女性）

65歳の人が要介護認定(要介護2以上)
を受けるまでの期間を健康と考え、健
康でいられる年齢を平均的に表したも
の（東京保健所長会方式）

歳 86.3
（28年）

86.4
（29年）

86.6
（30年）

○ 87 令和 3

特定保健指導対象者割合の
減少率（平成20年度比）

特定健診受診者に対する、特
定保健指導対象者割合の減
少率（平成20年度比）

％ 22.1 18.4 19.9 ○
25

以上
令和 3

がんの７５歳未満年齢調整死
亡率（男性）

年齢調整死亡率＝人口規模や年
齢構成が異なる地域の死亡数を
基準人口(昭和60年モデル人口)
で補正して算出(人口10万対)

92.8
（28年）

86.8
（29年）

82.3
（30年）

○ 92.1 令和 3

がんの７５歳未満年齢調整死
亡率（女性）

年齢調整死亡率＝人口規模や年
齢構成が異なる地域の死亡数を
基準人口(昭和60年モデル人口)
で補正して算出(人口10万対)

62.5
（28年）

60.6
（29年）

56
（30年）

○ 51.4 令和 3

救急医療体制に安心感を持
つ区民の割合

区民意向調査による ％ 74.9 74.2 73.1 ▽ 80 令和 3

救急協力員（すぎなみ区民レ
スキュー）登録者数

― 人 3,043 3,174 3,619 ○ 4,000 令和 3

要介護３以上の介護サービス
受給者のうち在宅サービスを
受けている者の割合

要介護3以上(在宅サービス受給
者)÷介護サービス受給者（1号被
保険者のみ）（介護保険事業状況
報告年計）

％ 73.4 72.5 71.5 ▽ 80 令和 3

６５歳以上の高齢者でいきが
いを感じている人の割合

区民意向調査による ％ 76.9 75.5 75.5 △ 95 令和 3

地域活動・ボランティア活動・
働いている高齢者の割合

区民意向調査による ％ 40.7 43.7 47.4 ○ 50 令和 3

要介護３以上の介護サービス
受給者のうち在宅サービスを
受けている者の割合※重複指標

要介護3以上(在宅サービス受給者)÷
介護サービス受給者（1号被保険者の
み)（介護保険事業状況報告年計）

％ 73.4 72.5 71.5 － 80 令和 3

在宅介護を続けていけると思
う介護者の割合

区民意向調査による ％ 74.2 78.3 86.9 ○ 85 令和 3

特別養護老人ホーム確保定
員

杉並区民が優先的に入所
可能な定員数

人 1,753 1,963 2,136 ○ 2,388 令和 3

認知症高齢者グループホーム
定員

区内の定員数 人 519 618 654 ○ 672 令和 3

ケア付き住まい確保戸数
ケア付き住まい＝サービス
付き高齢者向け住宅・都市
型軽費老人ホーム

戸 101 121 211 ○ 291 令和 3

年間新規就労者数
民間作業所・障害者雇用支
援事業団、特別支援学校か
ら就労した人数(年間)

人 89 88 135 ○ 120 令和 3

重度障害者施設の利用者数
重度障害者施設の利用者
数(累計)

人 198 201 221 ○ 238 令和 3

移動支援事業利用者数
各年度における移動支援
事業の利用者数

人 897 878 922 ○ 1,300 令和 3

持続可能な
環境にやさし
い住宅都市
づくり

ごみの減量と
資源化の推
進

いきいきと暮
らせる健康づ
くり

地域医療体
制の充実

高齢者の社
会参加の支
援

高齢者の地
域包括ケア
の推進

要介護高齢
者の住まいと
介護施設の
整備

障害者の社
会参加と就
労機会の充
実
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※前年度比の「○」は30年度実績と比較して上昇したもの、「▽」は低下したもの、「△」は変化なしのもの

　「-」は重複指標又は30年度と同一の数値を実績としているもの

※目標値に下線があるものは、計画（目標値）よりも実績が低い場合に、より成果があったと評価できる指標

※指標の見直しを行ったものについては、目標値の[　]内に修正した目標値を示している

番
号

施　策　名 施　策　指　標　名 指標の説明 単位
29年度
実績

30年度
実績

令和元年度
実績

前年
度比 目標値

目標
年度

グループホーム利用者数
杉並区内グループホームの
利用者数

人 229 215 227 ○ 245 令和 3

障害者地域相談支援セン
ター相談件数

障害者地域相談支援セン
ター3所分の年間相談件数

件 26,652 28,143 27,274 ▽ 30,000 令和 3

地域のたすけあいネットワーク
（地域の手）登録者数

― 人 9,968 10,353 10,484 ○ 16,500 令和 3

生活困窮者自立支援法に基
づく相談支援実施後の就労
自立者数

年間の就労自立者数 人 63 45 82 ○ 150 令和 3

後見制度利用手続き支援件
数

― 件 1,786 1,542 2,202 ○ 2,100 令和 3

子育てが地域の人に支えられ
ていると感じる割合

区民意向調査による ％ 77.0 77.5 75.5 ▽ 95 令和 3

地域の子育て支援サービス等
が利用しやすいと感じる割合

区民意向調査による ％ 65.7 60.2 65.9 ○ 80 令和 3

パパママ学級受講率
第一子の出生数に対する
受講者数(対象は初産婦)

％ 56.1 52.3 52.4 ○ 57 令和 3

すこやか赤ちゃん訪問率
生後4か月までの乳児のい
る家庭に訪問した率

％ 99.0 98.6 100.1 ○ 100 令和 3

21
子育てセー
フティネット
の充実

子育てを楽しいと感じる人の
割合

区民意向調査による ％ 83.2 76.3 86.5 ○ 90 令和 3

保育所入所待機児童数 翌年4月時点の待機児童数 人 0 0 0 △ 0 令和 3

保育園利用者の満足度
保育園サービス第三者評価
による

％ 92.6 93.1 89.5 ▽ 95 令和 3

認可保育所整備率
希望する全ての子どもの認可保育所
入所に必要な整備率（認可保育所定
員÷就学前児童人口）

％ 42.4 46.8 50.3 ○ 55.3 令和 3

療育が必要な未就学児の事
業所通所率

通所者÷希望者(療育必要
者)

％ 100 100 100 △ 100 令和 3

保育所等訪問支援を行った
区内施設の割合

保育所等訪問支援を行った
施設数÷児童通所給付決
定者が所属する施設数

％ 97.3 99.0 100 ○ 100 令和 3

放課後等デイサービスに通所
している重症心身障害児の率

― ％ 8.2 9.7 8.3 ▽ 15 令和 3

将来の夢・目標が定まってい
る子ども（高校生）の割合

「仕事と将来に関するアン
ケート」区内在学高校2年生
への調査

％ 60.9 56.0 53.2 ▽ 75 令和 3

学童クラブ待機児童数
年度当初入会時の待機児
童数

人 255 228 242 ▽ 0 令和 3

杉並区立中学校３年生の学
習習熟度

区「学力調査」による ％ 57.0 61.1 64.7 ○ 80 令和 3

杉並区立中学校３年生の相
互承認（自分と違う意見も大
事にする態度）の割合

区「意識・実態調査」による ％ 86.5 87.0 88.4 ○ 95 令和 3

杉並区立中学校３年生の体
力度

都「体力調査」による ％ 83.7 83.3 82.3 ▽ 90 令和 3

個別の教育支援計画（学校生
活支援シート）を作成している
学校の割合

－ ％ 70.3 100 100 △ 100 令和 3

不登校児童・生徒の出現率
（小学校）

児童・生徒数に占める長期
欠席児童・生徒の割合

％ 0.68 0.91 0.93 ▽ 0 令和 3

不登校児童・生徒の出現率
（中学校）

児童・生徒数に占める長期
欠席児童・生徒の割合

％ 3.43 4.60 5.09 ▽ 0 令和 3

不登校児童・生徒のうち専門
機関等による支援を受けてい
る割合

－ ％ 90.1 82.8 70.1 ▽ 100 令和 3

障害者の地
域生活支援
の充実

地域福祉の
充実

地域におけ
る子育て支
援の推進

妊娠・出産期
の支援の充
実

就学前にお
ける教育・保
育の充実

障害児支援
の充実

子ども・青少
年の育成支
援の充実

生涯の基盤
を育む質の
高い教育の
推進

成長・発達に
応じたきめ細
かな教育の
推進
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※前年度比の「○」は30年度実績と比較して上昇したもの、「▽」は低下したもの、「△」は変化なしのもの

　「-」は重複指標又は30年度と同一の数値を実績としているもの

※目標値に下線があるものは、計画（目標値）よりも実績が低い場合に、より成果があったと評価できる指標

※指標の見直しを行ったものについては、目標値の[　]内に修正した目標値を示している

番
号

施　策　名 施　策　指　標　名 指標の説明 単位
29年度
実績

30年度
実績

令和元年度
実績

前年
度比 目標値

目標
年度

小中学校の老朽改築校数
杉並区立小中学校老朽改
築計画により着手した校数

校 5 6 7 ○ 8 令和 3

児童・生徒用端末１台当たり
の児童・生徒数

― 人 4.4 4.0 3.9 ○
3.0

[1.0]
令和 3

学校図書館の年間平均貸出
冊数（児童・生徒一人当たり）
（小学校）

学校図書館の年間貸出冊
数÷児童・生徒数

冊 45.7 46.8 45.9 ▽ 48 令和 3

学校図書館の年間平均貸出
冊数（児童・生徒一人当たり）
（中学校）

学校図書館の年間貸出冊
数÷児童・生徒数

冊 10.7 12.2 11.6 ▽ 15 令和 3

地域運営学校の指定校数 ― 校 47 53 58 ○
小中学校

全校
令和 3

地域教育推進協議会設置数 ― 地区 2 3 3 △ 4 令和 3

成人の週１回以上のスポーツ
実施率

区民意向調査による ％ 44.4 42.9 58.0 ○ 50 令和 3

社会参加活動者の割合 区民意向調査による ％ 61.7 59.2 61.0 ○ 70 令和 3

図書館利用者数 ― 万人 278 284 232 ▽ 330 令和 3

区民一人当たりの文化・芸術
に親しむ機会の回数（月平
均）

区民意向調査による 回 3.1 3.0 3.5 ○ 5 令和 3

区民一人当たりの文化・芸術
に親しむ機会の回数【区内】
（月平均）

区民意向調査による 回 1.5 1.5 2.2 ○ 3 令和 3

国内交流事業参加者数 ― 人 3,776 3,525 3,614 ○ 5,000 令和 3

平和のつどいへの参加者数 ― 人 900 1,480 600 ▽ 1,000 令和 3

審議会における女性委員の
登用割合

― ％ 34.4 35.8 35.5 ▽ 40 令和 3

町会・自治会加入率
加入世帯数÷住民登録世
帯数

％ 46.6 45.9 44.9 ▽ 60 令和 3

ＮＰＯ支援基金への寄附件数 ― 件 70 53 56 ○ 80 令和 3

すぎなみ地域大学講座修了
者の地域活動参加率

講座修了者のうち地域活動
参加者÷講座修了者

％ 90.0 76.2 77.6 ○ 88 令和 3

学校教育環
境の整備・充
実

地域と共にあ
る学校づくり

学びとスポー
ツで世代を
つなぐ豊かな
地域づくり

文化・芸術の
振興

交流と平和、
男女共同参
画の推進

地域住民活
動の支援と
地域人材の
育成
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